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'二'１国における農村都市化と物権法の影響
奥田進
れている2)。兀来、ｌＩ１ｌＥｌの立法はｌｌＷｒの政策や地
方における試みの集大成的な意ｌＩＩｔ合いが強く、
今'1,1の物椛法も例外ではない３１．このことは、他
の洲'1法規に解決を委ねている物椛法|ﾉﾘにおい
て、｜当ＩｕＵ完結できていない条文の多さからも窺
い知ることができよう。とくに、１０Ｍのlii行法
による法Ｗ７がほぼ形成され、ilill度実施が定着
していた忠がある11)益物権にIHIしては、」z地管
理法や腱Ｉ'二|地論負法の規定に多くを委ねてい
る、このような状況において典IIk深いのは、都
Tlj化をめぐるilﾊ問題であろう。欧米やわがＥ１な
どの先進llilでもぃ農村人に1の部Tljへの移転は、
経済発展に伴う必然的な二|i象であった。しかし、
都Tlj化には必ずその１１卿|§、すなわち腿氏と彼ら
のL1iiiliIl1Llliitをいかに手当てするのかというWI1題
が〈Ｍ１する。欧米やわが'『;|も、ｌｌｌ尖'1脈や生活
再述hmなどの多くの困難なlIU題を段階的に解
決してきている。’''１１|においてもl前1じであり、
現/l;、全lIil各地で急jll速度的に進展する腿lWill
Tli化に対して、’'１ﾘと政府および地か政府は様々
な''１１題にill1:ilIiしている。水稲では、Ull村都TIi化
に111う1Kk地１脚'1および農1ものL1iii1ilMLﾈilillrに関
する、脳ｲｲの法政策および新たにﾙﾘ定された物
権法の対応と|Ｈ１題点を検証することを|]的とす
る。
はじめに
’'1回では、2007ｲlH31l16Hに物|側《が公ｲ1iさ
れ、同flも１０１１１１｣よl)施行された。｜iT1法は、所
有,樅、ＩＭｆ物椛、lIl保物権等の伝統(1りな物椛に
ついて評;ｌｌｌな１Ｍ定を定めており、Il1lTllの1ＷくりＩ
制定がいよいよlIi境を迎えたといえよう。物椛
法のfljIl定をめぐっては、艮191に及んだその起草
過１Ｍから公布後に盃るまで侃々謡々の縦論がな
されてきた！)。lRlluの椛利UL1係やBI1境''１１題にljll心
を寄せている4i〔者としては、川IのりLlsllⅢ｢有権
および請負総懲椛がどのように定;筏され、どの
ような機能をflうものとしてノルヒされたのか、
そして経済発展に伴って進展する(llTli化との関
係において１１４地をめぐる権利ⅢＩ係がいかに狼除
されたのかについて注目してきた。しかし、公
布された物権法を熟読した限})では、民法とい
うよりも「|地利''１に'1Mする＃liill法｣、あるいは
｢行政法的な民法」がIjll定されたという感想を強
く抱いた。
さらに、Il1llHlの物椛法のIiIl定にllllしては、’11
間一・般においては、とくに「私人所ｲi権」に|Ｈ１
する規定が被けられたことに焦点を111てて、あ
たかもＩｌ１ｌＩ１はｉｌ:会主義を廃して資本Ｚｉｉ錠に移行
するのではないか、というようなセンセーショ
ナルな論調でl()(1)扱われていた。しかし、現リミ
には、物椛法IIill定によって、１０１侍されるような
大きな変化は起きない。もともと、イ《11,1)rや!〃
産は、’&法〕Inl1ll、」Zll1l符jqI1法、％lIIliHIl不!}Ⅱ1産符
理法、腱村二k地諭画法、１１１保法、腔業法、森林
法、草１１;〔法等の111行法や行政法規あるいは地〃
性法規等によ'))ＭＩｔされており、物IIIi法は分散
していた既ｲｲiliII度を確認したに過ぎないといえ
よう。したがって、｜同'一のPl＃例がTUF訟に係,屈し
た1馴合に、lU1Mrのlii行法と物椛法とで1《'|決が異
なるようなIliIllIli的変更はほとんどないとiiliIlliさ
１．農村都市化の特徴と問題点
（１）わがlKlの農村WMTlj化の絲紳
比校検討のｲﾘIi向を図るために、わがｌＩｌの農村
部TI｢化とそれに伴う農業法政策｣二の|Ⅱl題につい
てiN1liiに触れておきたい。
わがlIlでは、「1鰯戦争および第一次世界大戦
以降にHlllIi化が進展し、建築や郁ｉｌｉｉｉｌ画に対す
る法$llKliの膿ｌＩｌｉが必要となり、1919flHにili街地
建築物ｈ１《とhllTli計nm法（Ⅱl法）がｉＩｌ定された。
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ことが可能になった.そして、第二次世界大'１１１(後の急速な経済成災と
国際化の進展は、農村からの人'三l流１１}と/illiliの
拡大を－．剣に加速化させ、１４業や農村をめぐる
情勢は大きく変化した。このような状汁Uを１１V園
として、l968fl2に''１法が1だＩこされ、Ｗ｢たにhlIili
計iilji法（新法）がﾙﾘ定された。新法は、ノイlIiIii;１
画の|ﾉﾘ容およびその１ルヒ手続、都Tl流I1111illiIllU(、
都il篇ll1UiJ1i業その他/illilirillilIiに'1Mし必要なpl1jri
を定めることによ')、都Tliの健全な発展と侠序
ある整備をlX1I〕、ｌＺｌ上の均衡ある発展と公｣しの
福１１１:の1W地に寄与することを'二I的としている。
そして、都道府県は、都iIiiil･imi区域について無
秩序なTlilli化を防ＩＩＬ、iil仙i的なTl｢街化をlXlる
ため必凹があるときは、刑ili計画において11｢街
化区域とＴｌ｢街化調漿区域との区分を定めること
ができるとし、開発行jbに|側しては許T1Iillを定
めた。なお、都市ｉｉｌｍＩｉｌＸ城には、区域区分のな
されない、いわゆるlLllUl地域も存在する｡
ili街化謝絶区域は、当ilIiの'''１はＴＩ『街化するこ
とを兄合わせようとしている地域であり、Ili宅
建築等の|H1発行為はlli(ｌｌｌｌとしてできない。１１:政
は、iliijT地が）'1<秩序に拡大しないようにコント
ロールしなければならないが、市「l伽はｊＩＩ(I;Ｗ
なまでに拡大してきた，その１１;(因としては、ｉｌｊ
街化liiﾉﾉの極めて商い地域において、１４地蛎１１１
制限に対する''１{らのiIlillrﾙﾘ度も創設されなかっ
たこと、近郊１１４業に対する北地利川政?1)iおよび
振興lUjlM1iが行われなかったこと等が大きな１１;i
lXIとされている。
また、都Tljiil･画法は、｜)'１発できる範llllを旅格
に区分けしようとしたが、ＴＩｉ街化調轆区域は、
大手デベロッパーや私鉄等の巨大Yf本を巻き込
んで脱法行為的に大BMllI１発の対象地I』l<とされ
た。その11;(lklとしては、ｌ(Ｗ7宅地確認Ili''１１１i、ｉｉｖｌ
雛区域１人]例外許可I1ill度、合法'''1発後の111途紘換、
述法lHl発等が挙げられよう。このようなl1Illuj点
を解ilIiすべく、2000年にW｢法は改正され、「進１１〈
的区域区分制度」が導入された。｜両111i'|血では、
白地｣'11域の解il1i、ＩＵＩｉｲｲ宅地確認制度の1/611:、ＩＩ１
地にllllする」地利l11iilmの1ﾘ川化、地力ILl沿体
のﾘﾘ(IfI性が魔I)込まれた。とくに、TIiijl化,淵聰
区域|ﾉlにおいて第２iliilT化区域を設けることが
可能とな}〕、保全区域と'''1発区域をIﾘllill;化する
（２）IIIE1の農村都i1j化の特徴
llllFlの都ili化は、ある意Ⅱ|<において人XMnで
iihilIi的なものであるといえよう。欧米やわが'玉｜
のmlTli化が、職業選択の|≦1111およびＩｉｌ１ｌｌ:移転の
I÷llllという」,1本的人椛に基づくにIlll移紙を前提
としているのに対して、ＩＩ１ｌＥｌのそれは、人為的
に波けられた都TIjと腔村の二重櫛造をiMl提とし
ておI〕、iillj部'1の人的IiZ動は二Ili戸禰IIjIl度によ
りl;(１１||としてできない。都TI｢と腱材との|H1に存
在する二取構造は、ト|:会主総体ilillTにおいては
工堆化を柵世するために－･定の役割を果たした
とiiliIl1iされるものの、それ'二１体が農民と都ＴＩ｢住
民との|工大な経済桁差をiⅢとしており、社会
Ｚｉｉ総体ﾙﾘである以｣Z、その桁差は将来に向って
足Ⅱ{されなくてはならない⑭。
また、Ｉｌ１ｌＥ１の大hllTli部における経済発展と、
その近郊農村の都ili化は、二t地所ｲ丁椛に関して
甑大な変化をもたらす。二ｔ地所ｲ丁椛は、’五1家所
ｲ7椎と腱村卿]|所ｲ丁椛の２つに分類され、ｉｉｉ者
は''111にＩｌｉｊ<検されることが可能である。すなわ
ち、｜Ⅲ|家は土地収１１１を)I､じて農村卿１１所有椎の
|'|;【『を変えることができ、lE1有二ｔ他の使111椎は、
①光YY、②交換、③111`i与、①iⅡ続、⑤１，１筋の弁
済、⑥企業の破潅・I川合・谷|昨分iWIによって
412じるlE1ｲ1.二'二地使lIIliiiの)|ﾘi摸、⑦法｢１１.法規、
地〃|(|;法規が規定する｣馴合、の各方法．場合に
よって移転される。このように、’'''１１では、土
地伽『ｲ1.椎の転換という人｜ｌｌかりな手法によらな
ければ、本来は都ili化が進展しない仕iNlみにな
っていたのだが、今l]では公共利１１tの名'二Ｉ化で
のＩ２ｊｕ収''1という形で、二ｌ地所有椛Il嘱換は|＃１発
やHlIili化を推進するlj;i1lW力にさえな')つつある。
都ili化の波に佇み込まれた農民は、ニヒ地ばかり
か職をも失っているのである。hijT1i化は、地方
政府や|Ⅱ１発資本にはまことに好都合なｲ'１得機会
とな｛〕、いわゆる失地腿民と失業腿民を急燗さ
せ、社会的矛117をますます激化させているので
ある。
このようなことから、’'１国における腿村都ＴＩｉ
化の'１標は、２段l1jiに分けることができるとい
われている。第１段階は、農民が非農業にて生
Hosei University Repository
2７ 
計を立てることができるようにすること、輔２
段階は、都iliでの収入を安定させ、腱付から完
全に離脱させることである。IillTlj化は、ll1llilの
社会１１ﾘ公､「性維持の観点からも、また経済ﾉﾉ維
持のiljl点からも必要不Ｉﾘｸ<のりl象である。しか
し、ツノ肋ﾉﾉの移助と産業'''１ﾄ'１紙をいかに''1汁|に、
かつilllilli的に実施できるかによっては、政Iiihそ
のものの存続を脅かすことになりかねない，他
力で、腿菜の振興もｌＸ１らなければ、膨大な人'二１
を養うことが/fml能となるい。とくに、Il1lljlの都
Tlj化には、川ＩＴＩ｢における］:業ｌｌｉ藤の多くを川稼
ぎ農l上に|/Ｗするとともに、Jli農産業へシフト
したき11地の几農民が従Jliしてきた農業生Ｉ)rを、
他所からの１１１稼ぎ農民にflll1させるというＩＩＩｉ造
的問題がlllDlしておI〕、欧米やわが[IilのH1Iilj化
とはy4なる大きな問題を抱えているのである”
はないだろうか。他ﾉﾉで、後者は、わがｌＥ１の宇
奈I1iMﾙ(」'１F件判決で示された権利濫１１１の法''１１を
念ljI((に１１'1ｌいているようである。しかし、ここ他収
川のような場合は椎ｲ'|濫川による所ｲTlilIiのIliIIlﾘ（
とは状況が災なるので』を((}ていない。また、
そもそも染|､''二t地所ｲ『樅の発生は政簸的なもの
であI)、集'１１二Ｍｕ１ﾘiｲ1.椎は民法の基本I';(!''１にい
わゆる所lLT権絶対の卿1'|の所有権とはｆＩｉＹ１〔が異
なる。これらに対して、そもそも災'１１二l:地所有
椛とは近代|Ⅱ1家の法概念としての所ｲiWliとは異
なるものであり、現状では、農民は＃２１１１｣地に
対して所有椎を有し、その二１２地に対する処分椎
を｛丁していると誤認しやすいので、＃2'11所ｲTWIi
は法iltによる制限を受けるとlﾘ}文化すべきであ
るという兇解８１が呪れている。
そもそも、集団所ｲ｢権の主体である「集団」
とはいかなるlijl体あるいは組織なのであろうか。
1970ｲlK代末の農村経済体ﾙﾘ改革までは、公社、
41ﾐﾘ)雁大隊、２１i産隊という三段階の組織体↑,|を特
徴とする人民公社ilill度の－１｢で農村の経済活釛が
行われていた。このiliIlIqiにおいては生))r隊が基
本的な経徴lii位となっていた。人氏公ﾄﾞ|:と生産
大隊は｣|;産隊における′lKI】if活釛に対して政府の
Til1miを1;達するなどのlfi猟・監督、水利Ｊｆ盤
処設〕|｢業のﾘﾐ施、それぞれの段階に設立された
災'１１経徹企業の経ｉｌ１などを行っていた。しかし、
197Oｲﾄ代末から始まった腱村経済体Ilill故y1'(で、
人氏公}|:体Ilillは、＃&'１１１ﾘiｲ1｢Ilillを土台としたまま
で、行政と経済機能が分離した新しい体ﾙﾘに１１）
編された。その結果、従来の人民公社は郷（鎖）
人lも政府と企業・会|【|:形態をとる卿311緬庁組織
に、人氏公'1:の下の生Ｉｌｉｆ大隊は村民委員会と村
協lriljNI谷に、末端の21{雌隊は村民小${|として再
編された。ここにいわゆる農村の災卜１１部llilとは
郷、村、村民小組段階の各経済組織をlfiし、具
体｢1ﾘにはlfl5Il経営の腿村企業、農業Ⅲ|述の｣|「業
休が含まれ、」戈地のIﾘ『ｲ｢樅はこの災'１１部''１１に属
するL，
」zjUili;ｊＩＩ１法８条によれば、リミト11所ｲ]WIiの]１体
は、「村｣、「郷（鋏)」あるいは村の、111尺11§団
経済組織」であI)、後背には村民小１N[なども含
まれる。ここでは、｜m１条にいわゆる「村」の範
llllがｌｌ１１題となる。ＩＷＩ;の「村」は、かつての人
２．農村の土地権利関係と法制度
（１）農村災Ⅱ1》i有権
前述の〕Omi)、’'１匹|のＨｌＴＩｉ座設は、農地の'1;|家
収I｢}を経なければ実現しない。そこで、呪/11の
農地に関する樅FIIを現ｉｌｌする法ＩＩｉ１ｌ度を慨1(Mして
おく。腱１Ｗ)l地をめぐる柵I|関係に'１Mしては、
2003ｲＩｉ仁施ij:された農ｲ|｣:地riIli負法において多
くの|Ⅲ1迦点が解消されている。そして、物椛法
は、114氏のｔ地収１１１や、ガIlIlill：民の立〕LAき禅の
解決すべき１脚紫の課題とされているｌ１１ｌｌＲｑにⅢＩす
る規定も｣MiI)込んだ。
さて、物椛法において、農村の集卜11所ｲ1樅は
どのように位置づけられているのであろうか。
集ＩＪＩ所ｲl1Wiがいかなる法的性I(！〔を有しているの
かについては、従来から縦論がMHんであったが、
二lx地収川のIMU点から検討する議論があることは
注'三1に値する。まず、集llliﾘ『ｲ丁椛の不完全性（二t
地収１１１によ｛)権利を失う等のIliIl限があるという
架け1所ｲ｢Iiliiの実態）からすれば、呪ｲＩｉのⅡｉｌＪｌ所
ｲ1擁はmrｲiWliとしては不完全なものであ})、１ﾘ『
有権絶対の､;(11'1に反するので足i[すべきである
とする兇解応'がく｢71:する。つぎに、=l地収)１１を
はじめとして、ある程度jflJI所有権がI1jllll↓され
るのは社会的要請によりⅡ:むを行ないとする見
解?)が１Ｗ[するciil1j説を検制するに、前者は、〃ｉ
有権概念をあま')に厳烙にＩ)H1えすぎているので
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たとえば、社区説や総ｲ『説などは検討にIIiIする
ものといえよう。社区脱は、ｌＵＭｉの腿村経済組
微のIillj直化や腐敗性をjII1dlとして、こうした組
織からのIlMJl1を前提とし、農村の実態である村
民'Ｍ１の実態や実状から、法人桁をｲ｢さず、椎
「１１譲渡もなく、他力で民法上の所有権に瀬する
WIi能（物WiiiIﾘ諭求樅）を有する社区を』Ｍ１所有
樅の主体と位樹付けようとする。しかし、この
説を孫川するためには、既存の農村経済INI縦を
社区に代置する必要があり、ll1lll所ｲ丁椛の主体
性についての議論とlWi合わないのではないか思
われる'0)。また、総ｲﾌﾞ説は、いわゆるゲルマン
法や|]本ｌＷｉにおける概念としての総ｲｲを想定
しており、ｊｌＬｌＪ１所ｲ｢怖の権利=i;体をわが'五|にお
ける入会ll2lllのようなものであると]011解するＩＤ。
しかし、jl2l､11所有Wiiは災団経済組織や村民小組
に帰IJIするという点においては総有税も傾聴に
''１１〔するが、ii1Ii負経徴椛が染ＩＪＩの構成員たる腿氏
に分iillされるというリド実は、什腱民に持分があ
I)、分;'91が可能であるということになり、原義
的意義における総ｲ1.の性質とは異なる。
以｣1のような法(19性【『に関する様々な考え方
を踏まえて、物権法におけるⅢ１１所ｲ｢樅の構成
を検討すると、次のような特徴が浮かび上がっ
てくる121:，まず、lIjl家収川されることを想定し
た条文（42条、４３条）は存在するが、集ＩＪＩの日
111意志にﾉ!（づくiilTｲ丁椛処分にlIUする規定が存在
しない。このことは、リミ団所ｲ｢の土地において
１１:われる各illiの開発行為の主体は、集Ｉ１ｌではな
く、ｌＥ１家にあることを意味するものといえよう。
つぎに、ＷＩｊｕへの１K当権設定を不可能としなが
ら（184条)、郷鎮企業等の建設川地のII1iII1権や
処物への抵当権設定を認めている（183条)。こ
のことは、｜Ｈ１地に交換Il1illdをＩＭＩさせず、二|:地
の流dilj化の促進を防ぐことを意11卜しておI)、都
iljと農村という二九IiIi造を維持しようとするこ
との表徴であり'3)、ｶﾞﾐﾄ11所ｲj樅の存ｲI;意溌とも
いえるのかもしれない。さらに、都TIi部の災団
が所ｲ丁するイ《動産および動産については、築団
の処分椛能を認めており（61条)、｜可じ典ll1iW有
椛であっても、都iliと農村とでは法的性I'(にお
いて異なるのである。もっともぃ部T'7部の躯団
ni有権の客体の多くは建物が１１であI)、その意
民公ﾄI:の内部組織であった「411旅人隊」または
｢生瀧隊」に''1当するため、各村のﾙlU1に応じて
その範Wi1は異なってくる。たとえば、人1t公社
時代に、然るべき条件を満たしてAL本採jilli位
が生I)r大隊に砂けして二級所ｲTIIillを採るに至っ
た公社を母体とする場合、「村」はかつての「41ｉ
産大隊」に１１１当する。ここで|Ａ１紐となるのは、
かつての人民公社に｜(1当する「郷（釦)」はＩｉＡｊＩ（
屑の政|鮒l縦となっているが、かつての化澗球
に｜Ⅱ当する「村民委員会」または「村民′Ｍ１」
は、「郷（鋏)」の下で行政をi１１肋する農民の'二１
泊#{l織にすぎず公的機Ullではない。つまり、農
村のⅡ{[]l所ｲ1.のＦ１ﾐ体が、地域によっては'１１１家の
基隔政権組織であることもあれば、１１ｲ政mllKIiも
有さないliiなるlとIifi組織であることもあり、極
めて不盤合な状態に置かれており、ｌｌｊ'１のＲ｢い方
をすれば所ｲi樅の主体の範|Ⅲ1が極めて広範'111に
及んでいるということになろう９１。しかし、１４１も
の|÷1泊組織にすぎない「村民委只会」または「村
民小組」にＩＨＩしては、確かに政ｉｉｉ組織には１１（さ
ない」,1局経済組織にすぎないが、突際にこれら
のiNl縦は郷（釦）人氏IH(府の指導の~｢で、－･定
の行政的機能を果たしており、その意味におい
て、jl2p1上地所ｲ丁椛のF1i体が郷（鈍）であろう
と「村民委し]会」または「村民小組」であろう
と、１１｢実｣ｭその所ｲｲ樅は郷（鉱）というlI1家の
］`胴政Ｉ１ｉｉに判ＡＩされているものといえよう。
いずれにせよ、集団所ｲ｢の三1§体ﾔＩｉの不|ﾘIlUI<さ
が、結果としてその土地の使川者である農)二iの
経営を不安定なものとしている。また、論且経
営権の第三者への転貸が法的ｉＭｌを欠くことも、
安易な三上地収川をｌＩｉむことのできない原lK1でも
ある。したがって、農戸の請負経営樅は常に収
川による権利ｉ１Ｉｉ減の危機にさらされており、論
fl腱「『の積極的なlHl発恵欲を大きく１１(ない、良
lU1的な投資をljllみ、さらにはlill作放莱あるいは
離村を促進している。
－１記のような卿１１所ｲ『の主体のｲ《lﾘＩ暗さを兜
111(することは、農村llllMH解決のための喫緊の訓１
題とされ、学界においてもiil(極的に縦論され、
あるWH1Mmiの方lｲﾘ性を示そうという努ﾉﾉがなされ
ている。とくに、近時は、集111所ｲ1｢の実態から
その三ｉｉ体性を確定しようとする作業が行われ、
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味では性質が異なるのは必然(１りな結果なのかも
しれない。
なお、集lillが所ｲ1．する」zjm、森林、１１１地、草
原、荒地、砂川等については、m｢ｲＴｌ2体のﾚﾊﾞ性
に従って、村の災ＩＪＩ経済jNI織、村民委瓜会、村
民′Ｍ１、郷flI喋卜１１経済lNl織がそれぞれ染M1を代
表して所ｲTWliを行使するとされ（60条)、Hil1l経
済組織、村民委員会あるいはそのI1il[者がなし
た決定が卿11のｲlMi成員の合法｢ⅣWMfを侵害した
場合は、侵ｇｉＩｆされた燗､１１のWIi成員は人民法院に
収iiliを求めることができる（63条２jIi)。
かし、論負経↑M｢椎は確かに契約によって発生す
るものではあるが、物椛的性格が極めて濃１７で
あることから、111｛１１t物椛i槐の力が説得ﾉﾉをｲ丁し
ていた。わがIzlにおいても、入会権以外の111益
物Wiiは、通↑it当jl1F行|Ⅱlの契約によって設定され
ることを考えれば、契約による椛刊だからとい
って、1111:ちにＩｌ１ｉ椎であると考えることに合pl1性
は兄ｌＩ}せない。
しかし、誠且経↑;↑椎がllIWliであることを、他
の視点から検証する見解１６)が８１れた゜この見解
は、論fl経枇椛がｌｌＩＷｌｉであることの論拠として
次の５点を挙げる。すなわち、①請負経営椛荷
は請負契約に定められた特定の義務を負い、独
立した物権ではないこと、②論【1契約は注文者
である集団組織等と論(i人である農戸等との間
の内部関係を脱iltするだけのもので、請負経営
椎は'１１対効しかもたないこと、③論(j経営権の
譲渡は注文行たるリｉｌＭｌ織等のIn1意がなければ
できないこと、①氏法逝111180条２項の規定（｢法
により集|;１１が所ｲ『し、またはlE1家の所有で集団
が使１１Ｉする」:地に対するili民、染卜１１の請負経営
樅は、法による|淵11を受ける。諭負双方の権利
および義務については、法に従い請負契約で定
める｣）によ｛)災lJlは所ｲ丁椛行であると同時に使
川権者でもあるが、TiI'i負経営樅はこの集|Ｊ１の所
有権およびIlilll権に」!（づいて投定されるもので
あり、もし諭負経徴椛が物権であるならば、使
川権の｣iにさらに論【孔経営権を設定することは
疑問であること、①すでに１１眺法13条２項にお
いて認められている第三打へのili請負を行った
場合に、iIi訓負は１２１己のTiIlifi経懲権を留保した
状態にあり、もしii1li負経徹Wiiが物権であるなら
ば、ｌｎ１一物｣:にliil-･の性I'〔の物椛が1両１時に２つ
存在することにな})、一物一樅工銭に反するこ
と、以｣を論拠として、ｉｉ,'i負経営椎が伎椛であ
ると三１ﾐﾘ}きしていた'?)。
ところで、ＩｉＩｉ椛税のｌｉｉ終'二Ｉ標は、計i負経営を
集'１１所有の}&地に対して１１１１:接の１１１ｲ丁椛、Ｍ１川権、
IIWHi〔椎を|ﾉﾘ容とする「１１４地使川WIi」という111役
物権に転化させ、これによって典団所有権を弱
体化させて腿村の1lx他IliIl1Eを攻１１１'〔することにあ
った'8)。つまI)、論負絲徴椛を、対lI1的絶対効
を有する物Wliである卿山使川椎に転化させるこ
物権法における土地権利関係略図
（２）ｉｉ舳経憐椛
農村の｣２地誌負経徴Wliをめぐっては、かつて
その法的性IF〔にlRlして縦論があった。つまl〕、
当該椛利は物権なのか、それともｌｉ０ｉ樅なのかと
いう議論である。農村｣二ｌＭｉｆＷｉによってこの
問題は解決されたが、１１４村の二ｔ地誌(j経徴椛に
内在する|H1題点をIﾘＩらかにするために、当該議
論の内容について触れておく。
請負経営椎の法的性枯については、これを所
有権から派生した物権の一i11iでI11nlt物権の範嬬
に属する権利であるとする考えが逝説!`)となっ
ていたが、これをlli樅と扱うイiﾉﾉな)'1解（Ifi権
説)'5)も存ｲlＩした。１１Ⅱ１１t物椛脱は、論fi経街椛が
民法通11''第５章においてiii〔接1M定された椛利で
あること、すなわち物椛法定=i{義に|火拠し、請
負経営権行が自己のiiIMllQ地に対して法ｉｌｔおよ
び契約の範Ｉ７ｌｌにおいてilII:接I1i1I御し、利111できる
こと、諸(i経営脈は|＃仙的なｉｉｉ利であることな
どをそのＩＭＬとしているのに対して、Ifi椛説は
請負経営権が請負契約によって発ﾉ|:するもので
あるということのみをその論拠としている。し
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１１；は、不実な|汁１発業打にとってｊＷｉｌ谷なIIi'1度と
なっている。この現象は「集I1lmiｲTjlhの慨Iili庇１
ｲｲ化」と称され、－mの法的火Ilillとして'１()題視
されている2')。
この91象による}{』大のＩＨＩ題は、側Ｅのiililirで
ある。なお、「慰法｣、「|玉|家建設二l:地収''1条例｣、
「上地所ｲ1.椎および'｣ljlll樅を確定する;１１:二'二の規定」
などのnA行法等によれば、そもそも｢上地収１１１に
よる川１１所ｲ丁権の変災は発生し｛<｝ないはずであ
るとする見解も存/I;する２３)。また、二|:ｊｕｉ１;jM1法８
条ljnの規定は、あくまでも二k地jlX111手続を経
ることをliiil1fとしており、’二1助的に全ての土地
がｌｉｉｌ家mＭ｢にﾘii}I(すると考えるべきではないと
する兇解もある､'。
ただし、後者の兄解は、必ずしもすべての土
IILをlElｲ｢化する必要があるとは考えておらず、
収川卜統から過iWlしたﾆﾋ地が残存することもあ
I〕、かかる二'二地がlIilｲ1地か集l1l所ｲTjlllかを決す
るのは、収111後の｣:jMlllllの現状に」Ｉ１づいて判
'0｢されるべきであるとする。このとき～残イル
たll4juの所イニj集ljlにＩ几する農民の身分は農I(の
ままであＩ)、ガlITlTに１１１１(iｉする農lもという位世づ
けとなる。これを)１１(I1l1にiIITIi住民へとIlij<検させ
た｣馴合、都TliljH民のレベルでのｉｔ会Ｍ;jitが必要
となるだけでなく、就業'１１１題をも解決せねばな
らず、↑｢政のfllllが激jWするのだという.
ところで、二kＩＭＩ;ｊ１ｌ１法ﾂﾐ施条例は、都Tli部の
|他はlljl家miｲT樅の容体であるとノルヒしている
が、その範ＤＩＩをめぐっては解釈が分かれている。
呪/I;の)ilm説は、「都iliとして建設された地区の｣：
地」と解する説")であるが、「都iliとしてiil11miさ
れた地区の土地」と解する説もｲ1ﾌﾞﾉである。し
かし、〕Ｈ１説は、ノiMJliに残ｲ“ている腿地（巣|了jl
miｲI.｣Z地）の扱いについて解決したわけではな
く、どの時点で農ｲlのここ他が都Tljのここ他へと転
換するのか、逆に前えば、農l造が都１１｢lt化する
ことによってil211lmiｲ1.樅からlEl家所ｲ｢Wiiに'|砿ず
るのか、あるいはlIjl家所ｲｲ椎にｌｌｉｊ（ずることによ
って腱1ｔが都Tl｢氏化するのかという本『(的な''１１
Mmを解決するには荻っていない。
とで、所ｲ｢者である災l1lに対抗でき、IHl1iのI|〉（
益の反１１/をｌＷぎ、｜柵１１を安定化させることを企
図しているのである!，)。
このような事ＩｉｌｉをM1iまえて、物権法は、」x地
誌負経営椎を１１１益物Iiiとして扱い、契約による
意思表示を椎利発4ＭＷ卜と規定し、X;記は柵渡
の際の対抗ﾘ呼卜と位Iiviづけた（127条ルル。椛利
期|Ⅱ|にｌｌｌＩしては、ノl州｣jlll論〔』法のﾉﾙﾋをその
まま継承し、耕地は30ｲＩＲ、草地は30ｲﾄﾞ～50ｲｌｆ、
林地は30(１２～70年とされ（126条１JH)、iiIIifl19l
lHl満~｢後の継続もllLl係法の規定に従いTil能とさ
れている（126条２項)。また、計負絲尚椛の譲
渡、転IY、￣|；計iけ、交換、荒地諭負経満ｌ１ｌｉの競
売など、従来は法的'１↓拠が存（[しなかった1ＩＩ項
についてはlﾘ１文規定をiilkけた（128条ﾉｸ兼13()灸、
133条)２１１。ちなみに、蛎川に関しては非ll4lll地
へのllD<川を禁止し（128条)、llf当椛の識)上、賃
貸借、」M物111資は11j(11'１としてできないと1M定し
(128条、184条、農村二|:地iiIIjfi法32条、llIll1L法３７
条)、Wli,IiIlを広く流〕皿させることを意図していな
いことが伺われる麹)。
３．土地収用による農村都市化
（１）公式な農村都市化
農村の卿11所有地を、公』しの利益のために|＃１
発利川して|Ｆ１ｲi｢地に蛎換するには、二kjlll柳】'1法
および土地悴1111法ﾘ〈施条例が定める二Ix紬に従っ
て胚1が二ｔ他収川を行い、｜|l当のhli償をなした｣§
で'五|家所ｲTに転ずる必要がある（｣jM1fjll1法２
条、二lZjUi靭'1法実施条例２条３号、liil25灸乃至
26条)。しかし、他ﾉﾉで、」息地笹I1I1法およびＩ:地
微;理法訓(施条例はＷｉｌｉのTlilXの二LIUは､lljl家の
所有にﾄﾊﾞする」と規定しており（二I地11;１１１１法８
条lJri、三上地檎;理法実施条例２条ｌ)})、急速か
つ大規棋な'''1発によって腿付が都ili化したj川合、
袖倣を凹する土地収)腓1K統を経ることなく、)１１該
腱村の全ての=I地が}二l1Iil1iIﾘにllil家所ｲ11こりi}する
ことになる231。また、」:ｊＵ１”１１法ﾘ<施条lIill2灸５
号によれば、腱村#2lJll経済組織の全てのlNihIU」
が都Tlj・鉱の住民に転換し、もともと当該lIili成
しjの!'(l1l所ｲTに属していた二lzjluは、lJil家1ﾘiｲIに
ﾘ１１}風することになる。いずれにせよ、収111F統
を総ずに１Ｍ1所有地をlElｲ1｢地化させる規定のｲ／
（２）Ｊ|:公式な農村Iillilj化
DJ([、ｌｌ１ｌＦ１余二ｌｘの１１４村建設川julの総|(ＩｉｂＩｉは、
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都TIi部述被llIjuの総mi債の５倍の約2.7IUmIil（（ｌ
畝＝6,667アール）であり、なおかつ什地にﾉA(ｲｌｉ
しており、１V(る効率の悪い二t地ｲlllI1状冊dとなっ
ている。そこで、1,1務院は、2005ｲ'１８１１１２１１に
｢国務院の厳桁なﾆﾋj岬;理改'１１１[の深化に|仏Ｉする決
定」を公ｲ|iし、「１K$村に建設川地の縦jul1を奨励し、
都Tli部の処設１１１地のjW加は農村の処設１１１地の減
少とⅡI述柵しなければならない（以一｢、述桝政
策とする)」とした。つまり、述鵬政簸は、川ｔ
の建設川地の優化配置と整｣〔111を行うことで、無
秩序かつ過度の＃llTIi化をlIIlII:しようとしたので
ある２８１．
また、物椛法においては、集'１１が所ｲ『する三上
地を座iiUJI1juとする場合、士ｊＭｉ;jUl1法等の法↑１t
の規定に従い取り扱わなければならないと１Ｍ定
(151条）するにとどまり、結局、公共のｲl川の
名目による二|地収川が横行し、岻秩１７な｛I11iIi化
を仰1ｔするにはあま')に無力であった。lBl家に
よる土地収川は、二l地の一級TIijルをｌｒｌ家が独占
しているに等しいと'１１１１楡されている．2005ｲＭｒ
に匠1家が収11Ｉした農村集団建設川jluⅢI1Wliのｉｉｉ
格は日本''1にして約２兆''1余りである。これは
政府によるkjlhjlX111権の濫用になっておI)、公
共の利1M〔による必要という口実で、任恵に収１１１
範Imlを拡大させており、’２１主的に流助させるこ
とのできる農村11§[]l建設111地使１１１樅をlElｲTに転
化させている。
ところで、｜Ⅲ|家収川による建投111地へのI＃<換
仁は数々の弊濟がある。’１１回|の地〃mliliでは、
その弊f1fを打|}|｜すべく、約20年1iiiから腿卜|の巣
団所有椎をＷｌ保した状態のまま、川lⅡﾐﾄⅡ組織
が直接建設111地使川権を譲渡するiliIl1IIが試験的
に実施されている（以1「、農村１Ｍ1座i没川地使
川椛IIjIlUmiとする)。この農村集|Ｊ１雄設川地(ﾘlilll権
iII度は、Ｈｕ付１Ｍ|建設１１１地をillI接Tl州において
取引させることを認め、農地は収111を経ずにＪｌｉ
農111地へとＩ脈換することができないというIliIl約
を打ち破ろうとするものである。しかし、あく
までもJ1：公式な制度であり、その淵源としては、
l990flき６１１３｝1の「郷村集111所ｲ｢ﾙﾘ企業条例｣、
1991fli911911の「lllTIi部災'１１所ｲﾏI1iIl企業条例」
に求めることができ、企業誘致ii1i1liDlIll地のため
に地方政府がＩＩＩｉ逃してきたものである")。
１４村１１:'１１処設川地使111樅Iliﾘ度は、すでに多く
の地力部TI｢において広範に爽施されている。広
東行仏llIil｢の南海工業111地は合iill5ﾉﾉ畝あるが、
このうち7.3ﾉﾉ畝は集団所ｲj・のｆｌ！『〔を保持してお
I〕、ｉ]:蘇台‘WIlTIiでは、１０ﾉｱ畝余1)の腱村集１１１
述識川地が１１１〔接Tl｢場において取り|され、蘇り{ＩＴｌｉ
全体において述設川地に極換された農村染|Ｊ１所
ｲ1.地の全体１，(の半分以上をIliめているという3ｺ)。
このほかにも、「安徽尚集団雄設１１１地/ｉｌｉＹ便111お
よび使川|剛ｌｉ１ｌ》試行抗弁法｣、「噸＃lili（安徽省）
膿!もり』'１１所ｲ｢述i没川地使IilWli流１１M)１１;'''1ﾌﾟ1松｣、「大
述iM1l1l処識I11jl1l使lE11権流動袴lll1脇lLWIN法｣、「南
〕;(Tl｢災liiIl処iMUI1地使111権流11W柵;jUl1介法」などの
jIhﾉﾉＩＶｌｉ法1MがIlill定され、各地方において農村災
lII111Lk設川地使111椎IIiIl度が試験的に`ﾉﾐ施されてい
る。なお、広東肯は、2003年に公ｲ|｢した「広＃〔省
人民政lIWl2ｲ伽ＩＪＩ建設lEil地使111椛流11Wの試行に
Bllする)ｍｊｌｌ」に」,§づき、2005｛|き'０１１１１１より「広
＃〔行#:卜１１述設川地使用権流釛椥Jl1ﾌﾟI､法」を制定・
実lllUjして、Ｉｌ１ｌＥｌでは初めて全尚において農村集
ﾄ１１述設Illllll使111樅の自主流通を認めている3'１。こ
のように、多くの地方における試験ﾘ(施を通じ
て、川Ｍ３'１１建設川地使111椎の流1H1ﾉ化は、もは
やＷ１ｌＫｌｉとしてある樫度体系化されてきたといっ
ても過言ではなく、社会的に必要ｲ《i1I欠なもの
になりつつある。
農村ﾘﾐﾄ１１処設111地使1111掴i１１度は、腿氏の権益
保祁、lXlｲlの]:業化と都ili化の促進、秩序ある
二l2jMIllll等にとって利点があるとされる（395
頁)。それぞれの利点に関して、いま少し詳しく
概観してみたい。
まず、lHll､の権益保護に|Ｈ１しては、農村Ⅱ§団
建設111地使川椛Ilill度を導入することで、農村の
川11経済INI縦は、１２１主的に脚lhを処設111地に転
換することで、農民の農地に対する『||益享受を
保証することができる。また、１１卿１１のままにす
るのか、Ａ１識川地に転換するのかの決定椎は、
あくまでも12尺に委ねられているのである。農
村災lill処波川地II1illl椎制度の導入によ')、これ
まで公然の秘密として全lI1的に微行していた非
合法なll4luIhilllj2jを合法化し、」:地利111者の椎
ｲ||利益を'１f靴し、生産経徽iili劫をiiIi苑に促進す
ることができる，
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Ｉｌｉｉｌｋｌ』|ｉｌｌｌの範'111が不IﾘjIilliであるということであ
る。ちなみに、わが'五|においてﾆﾋ地収''1がなさ
れるのは飛行｣鮒や)ii路等、ｉiii度の公共性がある
｣馴合に限定される。ところが、’'１国ではlJil家に
よる全ての経済ii1i動をも包含するほどに公共性
の範'111が広く、１１$にはIEl家権力を背景とした役
Yi家によるｲ《111なﾆﾋ地投機'二Ｉ的にまでｲIllllされ,
ることがある$〕'。少なくとも、公共のｲlllfは商
業「||益ではなく、収111に際しては、TITjMにおけ
るｿ<洲|i桁とliil等の充分なilIIHがなされること
がiiiillEであろう3'１。この点に関して、地方性法
AMである「ｉｌ１ｌｌ１Ｉｌ「（広東ｈ）農村集１JⅡＷ州1地
llilll椎流動櫛j]'1臨時弁法」１７条では、公｣(の利
11〔を「インフラ艘備」および「社会公nｔ施設」
に|ｌ(定しており参考になる。また、「安徽ｈ集団
述設111地ｲｉＩ１ｆ〔使川および仇111権流1lil)試行弁法」
15条では、収111されるﾆﾋ地の家屋および二|:地の
定ｊｉｌｆ物の｣肌合はTlij》価桁、腿地の場合は、諭負
経営権の残余lUlllllに基づく二|:地hliliY費と砂転費
111の実ｼWlllil門がiIli倣費川として算/I}すべきと規
定しておI〕、やはり参考になろう。
なお、物,椛法は、公共の利維のために!'：１３１１所
ｲ｢のここ地やlii位、’''１１人の家脇およびそのｲ《動産
を｣|)(111ができるとしたうえで（42条lJri)、収川
に際しては、法により二ljlullliliMi、生iil1IIk障費、
jIu｣:定荷物およびi1iH1のMili〔費等のY11I111を十分
に支払い、収川される土地の農民の社会保障費
111をWidし、収１１１される二l:地の農民の2kiWiを保
脈し、収川される二|地のll4lLの合法的|制１１利益
を守らなければならないとして楠IiiにＩＩＬIする具
体的なＬｌｉＪＹｉをljl)こしている（42条２項)。しかし、
｣1該規定の|ﾉＷｉ；は、行政法｣Lの損失hli仮に|ﾘ（１）
なく近く、民法が耐え((｝るiill1紐ではないが、、健
全な都Tl『化をｌｌＩｉ〕lfするためには必要不可欠であ
ろう。
次に、農村染ロ|処識111地使川椛ﾙﾘ度を導入し
た場合は、農民災ﾄ11に土地所ｲTWiiが}W保される
ことで、］:業化や/illilj化によって土地利111効率
がｌｆ１｣:すれば、所ｲTWIi背の地位に｣,（づく多刊({の
使川料を獲得し、’141,が多くのｲﾘi1Mlを平にする
ことができる。また、腔民そのものが都Tl｢化や
工業化の主体となることがijl能になり、｜ﾉ1発的
な発腿が191侍される。
しかし、農村染|､１１建設月|地使川権ﾙ１１度を全'１］
的に突施するための立法化が１０１侍されるとして
も、そこには深刻な現行法とのllli触が存ｲ[する。
まず、二k地管El1法43条は、「いかなるlii位および
(１１，１人も、建設を行うのに土地使川を必要とする
場合には、必ず法によ})圧1ｲ'･二|:jlllの使川を１１１論
しなければならない。ただし、郷鉱企業の没血
および村民住宅の述設について法による許ⅡIを
経て当該集団経済組織の農民雌|］|所行のここ他を
使川する場合、または郷（鎖）付公共lIj識およ
び公l椰業建設について法による許可を経て１１４
尺染Ｍ〃｢有のここ他を使11Ｉするl川合を除く」とﾉﾘｄ
定しており、さらにliT1法63条は、「農民ﾘ：卜１１の｣曵
地の|ｿIilllMiについては、払い1くげ、謡I)Ｉ!(〔しま
たはlf1Yして非農業雄設に使川してはならない」
と規定している。また、都Tliｲ《u山藤管jll1法８条
は、「/lllTlJ『i1.画i区lﾉﾘの染|』所ｲ1.の｣地は、ｉﾉ<によ
り収11Ｉして国ｲﾂﾞﾆ|:地とした後に、当該ｌｌｉｌｲ1.｣:他
の使111樅を有liYで払い1くげることができる」と
規定している。これらの規定により、農｜lのリミ
ロl所ｲ]JUlは、合》Ｍりな収川手続を総て|TIIｲ1.二l:他
に転換された場合を除き、ljjillllとして建設111地
に転川することはできないのであるから、１１４村
集1Ｊ|述設111地使１１１樅の流釛化にＩＨＩするiMi/||の地
方性法Ⅱ』は、いずれもllil家法に反する|ﾉTfiiを規
定していることになる。そして、この点を調耀
すべく、2007ilH121I3011に「lljl栃|兇弁公1i:１１４村
集団処i没川地に'１１Ｉする法{|Lおよび政策の厳柏失
効にⅡMする通)J1」を公ｲＩＬ、述法な｣1111収111や
無秩序な腿地転''１を禁じる一力で、2008flLll三１
７日にlEl務院は「|Ⅱ|扮院の111地の節約・災約の
促進に'１１Ｉする通知」を公布し、促村の鵬|､Ilmiｲ「
処設川地の流釛化を認める政莱を公認した。
しかし、いずれにせよ、災卜１１所ｲ『地の収''１に
|Ｈ１してil:意しなければならないことは、収川の
４．戸籍制度の転換による都市化
」地収111に」ＩＬづく都Tlj化のほかに、Ｉｌ１ｌＥｌ特有
の::飯戸籍IIjI1Irの|Ⅲl題点を逆手に取って、戸籍
の蛎換による都i1i化政策もｲjYliする。IlIlIl政府
は、2007ｲ'161118[lにllL1111h成郁Tliと1iiil斑Tliを、
｢ｌＥｌ家都TIj農村総合改革試験区」に指定した。こ
の試験区は、＿'2海、天津についで設立され、郷
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鋏に都Tlil;||発を行うためのｊｉ導的な政莱決定権
を付－１１j・し、ｌﾉl外投YfをIlli械的に誘致しつつ、農
民とHliTli民との枯差足11iをも|叉Iろうとする政策
である351。このうち、liM1liliiMiLl:区では、農民
が自発的に論fl経営樅とrtjjIUIll仙１１１樅を放蛎し、
|{|当額のiIli償をi(}て/ilIiliに秘仏することを促進
するＭ(放棄政簸」が奨施されている'7)。これ
によって農民はｶﾞｌｌＴＩｉ戸輔を収((几、/illili民と|両）
水準の社会保llitを符ることができ、１丁政が,１１↑旗
する住宅を購入することもできる。これによっ
て、農村経済の空iliil化をlIl1IlL、零ＩＩｌｌ絲営にな
らざるを得なかった１４兆およびll4juを効率よく
集約化することも可能になっている。しかし、
何よ'）も、農luに都ili戸簡を|､ｌｌｊ.したことで、
彼らを''1渦に'''2r階級化させることができたこ
との効果は大きい。これによって＃llil｢と腱村の
二元構造がＩＩ１１Ｗ１１度解ilIiされ、HlliliI)砿業のイノ
ベーションが|ｲﾘ｣ﾆするだけでなく、１１k乗の産業
化をも批進するであろう“
さらに、、E脳TIiでは、（'１１１｢１１４村統合発展舟hllIi
を実Di1iし、農村人|」を都iljHIlへと柊蛎させる大
規模な計、iを雁ＩＩｌｌしている361『イZilii<二r走者政は
345万人で、１１F【暖Tliに｣〕,l/11ｲｲﾊする}'１稼ぎ農民の
数とほぼ一致するという．ilhlIIiのＷｆは、出稼
ぎ農1tを(IjTli部においてIrI1川する新たなｌＩｌ度を
61111}し、彼らを都ili)-ilW1iに|ﾘi収してN11TIi化を進
めるとともに、農地の谷''１１(Iﾘﾘ&約化を図ろうと
するものである。hMlliliの収放棄↑'1度との差異
は、成都市の吻合は、腿尺を1MＭ;の第２次、第
３次産業へ転職させることをｌＩｉ逃しつつ、農業
を大規模経営化することで、１４村に|Ｗまった箙
農家をも都117ﾂﾉ働一片化させようとしているのに
対して、mil艶Tliの珊介は、Ｗ｢たにiilIllIさせよう
としている雌業において141(をﾉｲ&川することで、
都ili民へとl胸<化させようとしている点にある。
つまり、ｌ川lliliの｣》谷は、１１４尺は!＃iIlMIしてli1Iili
へ移住するか、それとも'１４Nに1,1Ｉ化しながら大
規模産業化した農堆に従』|ＩするﾂjUlr付化し、場
合によっては従前のようにmlTliに１１１稼ぎに{j:く
かという選択肢がｲr/[するが、ＩＲＩ魁Tljの場合は
仰Tli仁移(Iiするしか選11<肢はrjWしないのであ
る。移住してしまったｊＷｉ､、/ilIili｢｢瀞の収i(｝と
り|き換えに論負経常樅やUliｲ|の宅地使川権を放
葉することが要求され、NllTlifli活にHIll染めなか
ったとしても、もはや農村に州}ることはできな
い。Ｈ１稼ぎ吻合は、戸籍はあくまでも農村戸籍
であり、それにﾉ!（づいて分配された論負経営権
と宅地をｲ1．しているので、川稼ぎがｲ《調であっ
たり、ガＩｌｉｌ｢Llfiiliに1M||染めなかった(）したときに
は、農村に｝i}ることがi'1能である。ＰＲ畷Tliでは、
lTilTIjの１１１#lBl縮ﾊﾟ|協||ﾉｨにおいて、第２次産業、第
３次産業にかかる旅業投ｉＹ・発展によ()、１，０００
７ｊ人分のｉｎ｛川を(illllＩするril11miをｌ１ちｌｌ)しておI)、
これによってlHlltのｈｌＩｉｌｉ化を１１１１速度的に進むと
=rillllしている。しかし、川稼ぎ腱民の絶対多数
は、建築、外食雌業、鉱]:柴、iiIihl業などの技
術や経験を必ilZとしない職j腓で働いておI)、重
慶iliが必要としている,１.lil､Ⅲl価'111の新廉業に必
要な人材にはなり((}ていない。
おわりに
これまで、ll1Iljlの１４卜M1ITli化に対して法政策
が』)えたインパクトについて牙えてきたが、こ
の'ﾉﾘ題に関しては、物椛ｶﾞﾉ《の（『/l:意義とインパ
クトはﾘﾘいといわざるを1(}ない。農村染111所有
樅および訓負経１Ｍ｢樅に|仏|しては、むしろはじめ
から」&本法としての役iIl11をliM§したかの盛さえ
否めない。とくに、」z地収１１１に対しては、収用
に伴うhliljrをいかに合jll1的に解決するかという
大きな陳壁が/Ｍ:する。物wr法は、結果として
この陣壁を飛びl』!;えることができなかった。し
かし、そのことは、先行して来た農地流勅化政
策や都iIi化に'1:う二k地'|)ＯＩＩ'Ｈ１題の複雑さと深刻
さを冴えるならば(':力のないことであろう。部
TIT化の'Ⅱ'題は、多分にして行政法(,ﾘ班索が強く、
むしろ民法にその解決のi1tl[を委ねようとする
ことはIil'iである。ｌ:地IWi利関係の私法(,ﾘ調整に
よるhIITli化には|Ⅱ(界が（Ｍ;するのである。
そうならば、ｌｌＭｌＩｉｌｉと!E畷iliにおいて実施さ
れている圧|家H1ITli農村総ｲﾔ改iilf政策に基づく、
戸糟↑'1度の'|賦換によるh1Iili化は当然の,１１１}紬であ
ったといえよう。しかし、この政策にも問題が
ないわけではない。ｈＭｌＩｉｌｉでは、＃IIili部から遠
い農村では収》l(唯政策にhlI剛Iﾘであるが、近郊
の膿1ｔは、より好条|'|；の優〕囚政簸がｲTち出され
ることを待ち、成I〕行きを兄2,1:る者が多いとい
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８）三[術国・=I;広ｌ|園(編「IlIlEl二ｔ地権ｲﾘ的法制建設」
（''１|］政法人学111版社、2002）３９～43頁。
９）暢立新・梁ｉｉｌｉ「ｲ('１説物lili法祈概念典新規１１１１」（古
林人ｔＭＩＩｌｊ｜l:、2007）７５r〔。なおＪｌＬｌＪｌ所ｲ｢制
組織の111脈と災ﾄ１１の備成口の(Ｍ１人'1ｹ旅とは別１Ｍ
独立したものとして扱われることはいうまでも
ない。
１０）史際春「論＃&体所有権的概念」「法111科学」１９９１
イ|x第610165頁、徐淡|ﾘ１「''1口＃&民二k地持ｲ了産権
制度研究」（ｉｔ会科学文献１１１版社、2004）131～
132頁。
11）ウjI1松「我lIl1RHも集体所ｲiWii的享ｲ『形式」「法律
科学」1993ｲ１K第3191801F〔、陳健「1111K'二|:ｌＭｉ１１１
権制度」（機械]:業｛'1版|(l:、2003）159頁。
12）物権法では、災lillIWi行llliの椎TII発生には篭紀が
甥('|;とされ（９条)、IiifIl杵体の範'０１１は、法↑'1が
染'１１所ｈにI(すると規定している二Ｍ11および森
トド、１１１獣、１，IJI;(、荒地、二|:潟、集IJI所ｲｨの逃築
物、科学・文化・衛生・体育等の施微、災111所
イTのその他のｲ《ｊｉｌｊ塵および１１１１)賑とされている（５８
条)。
13）2007ｆｌ２２１ｌ３Ｈに11l1ill法人lIil際商等(i)[究所にお
いて|＃1催された、「第２ｌｎ１１ｌ１腫|民法典,1.1i等研フォ
ーラム」における、鈴木?f教授（北海)iI大学）
の発言。鈴木教授は、／iMiljと農村の二九構造を
維持する必､U性は、llluuのlIlｲ丁化がfill上でき
ないことにあるとされ、＃LD1所ｲj樅は残さざる
を得なかったと考えられる。
14）］i,ﾄﾞﾘIﾘ1．il1IIﾘ１１１Ｍ.力MけＦ１・民法新論（|;)」（''１
｜玉1政法大学川販社、1988）237頁。
15）’'１口社会科学院法学研究ivi物権法研究課題組｢制
定l1111il物liliWI《)基本Ｍ１略」「法学研究」1995ｲＩｉ
輔３１Ｕｌ７ｆＩｏ
ｌ６）'’11(唾「｣:地ﾉk包経懲椛物椛化與脚也使111樅制度
的確立」「l1ilZl法学」1996ｲ|と第310187～88頁。
17）lril上88～80頁。
１８）lril上911F〔･
10）ll1IZ1社会科学院法学研究所物権法liH究課題#{Ｉ「制
定Ｉｌ１ｌＥ１物椛法的基本M1賂」「法学研究」1995ｲ|ユ
節31017頁。
２０）物椛法では、イ《動産物ｉｉｉのiMl立、変更、誠渡お
よびiili減に|H1しては、法111に基づく避紀を経て
効力を!'iじると規定している（９条１J､)。つ
まり、物lili変り１１ﾉに関して、物権変動一般につい
ては蔽記を効ﾉj発生ＩｌＷＩ:とする形式主雄を採111
し、１１ＭK物権については恵忠主鏡を孫１１Ｉしてい
ることになる。
２１）ちなみに、物椛法130条２項は、「１２１然災〈Ifによ
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